喀痰吸引等登録研修機関　〇〇〇事業所　業務規程書（参考）
※これは、第3号研修のみを研修実施する例です。ご参考にしていただき、研修実施機関が実施できる方法や様式に適宜変更してください。
	業務規程について（説明）
(1)　登録研修機関は、喀痰吸引等研修の業務に関する規程（次項において「業務規程」という。）を定め、喀痰吸引等研修の業務の開始前に、都道府県知事に届け出なければならない。変更しようとするときも、同様。

(2)　業務規程は当該登録研修機関内への掲示、当該登録研修機関で実施される喀痰吸引等研修の受講希望者等への提示など、必要に応じて適宜提示及び説明を行うことができるように努めなければならない。

 (3)　業務規程の記載内容

ア　受付方法、実施場所、実施時期、実施体制、その他実施方法に関する事項（研修実施要綱に定めるとおり）

イ　安全管理のための体制に関する事項

ウ　料金に関する事項

エ　業務に関して知り得た秘密の保持に関する事項

オ　業務の実施に係る帳簿及び書類の保存に関する事項

カ　その他喀痰吸引等研修の業務に関し必要な事項

・研修事業名、・研修目的、実施する研修課程、研修講師氏名一覧、実地研修実施先一覧、研修修了の認定方法、受講資格　　等

※　なお、登録研修機関における喀痰吸引等研修は、実施事業者に所属する職員以外にも、受講希望者を受け入れるものであることから、実施案内や受講資格、研修費用、評価方法等に関する定めについては、その公平性に留意すること


１　研修の目的
　改正された「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和６２年法律第３０号）により、登録喀痰吸引等登録研修機関として、喀痰吸引等研修を実施することにより、地域で暮らす重度障がい者等に対し、喀痰吸引等業務を提供できる介護職員等を養成する。

２　研修事業の名称

喀痰吸引等登録研修機関　〇〇事業所　介護職員等の喀痰吸引等研修（特定の者対象）

３　受講対象者
訪問系サービス事業所の介護職員等のうち特定の重度障がい者等に喀痰吸引等を実施しようとする者
４　実施する研修課程

(1)　社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第３号研修のみを実施
 (2)　カリキュラム（詳細は別紙）
	　科　　目
	内　　　容
	時間数

	重度障がい児・者等の
地域生活等に関する講義
	・障害者自立支援法と関係法規
・利用可能な制度
・重度障がい児（者）等の地域生活　等
	２

	・喀痰吸引等を必要とする重度障がい児・者等の障がい及び支援に関する講義
・緊急時の対応及び危険防止に関する講義
	・呼吸について
・呼吸異常時の症状、緊急時対応
・人工呼吸器について
・人工呼吸器に係る緊急時対応
・喀痰吸引概説
・口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部の吸引
・喀痰吸引のリスク、中止要件、緊急時対応
・喀痰吸引の手順、留意点　等
	３

	
	・健康状態の把握
・食と排泄（消化）について
・経管栄養概説
・胃ろう（腸ろう）と経鼻経管栄養
・経管栄養のリスク、中止要件、緊急時対応
・経管栄養の手順、留意点　等
	３

	喀痰吸引等に関する演習
	口腔内の喀痰吸引

鼻腔内の喀痰吸引

気管カニューレ内部の喀痰吸引

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養

経鼻経管栄養
	１

	実地研修（特定の者に対して必要な行為について実施）
	実地研修の前に基本研修（現場演習）を実施
指導者による評価により問題がないと判断されるまで実施


５　実地時期

 (1)　基本研修及び実地研修の実施の場合

４，７，１０、１月頃に募集。年４回実施
 (2)　第３号研修修了者及び基本研修修了者で実地研修のみの場合は、月１回実施
６　実施場所
 (1)　基本研修（講義）

当事業所２階会議室１

 (2)　基本研修（演習）

当事業所２階会議室２及び３
(3)　実地研修

各対象者の居宅
７　募集定員

各回　１０名

８　受け付け方法

受講申込書を受付期日までに当事業所に提出。定員になったら受付終了。

研修の一部免除の場合は、それを証するものの写しも同時に提出のこと。

９　料金

基本研修、実地研修ともに申込の場合：〇〇円

実地研修のみの場合：△△円

事務手数料:××円

10　研修実施体制

(1)　喀痰吸引等実施委員会
当事業所は、研修の実施及び修得程度の審査を公正かつ適正に行うための体制として、連携する医師、研修講師、経理担当者等により構成される｢喀痰吸引等研修実施委員会｣（以下｢研修委員会｣という。）を設置し、定期的に会議を開催するものとする。
(2)　研修委員会の所管事務

①　研修実施計画の策定に関すること

②　受講生の進捗状況の管理に関すること

③　研修教材の選定に関すること

④　筆記試験に関すること

⑤　実地研修に関すること

⑥　研修の安全管理体制に関すること

⑦　損害賠償保険制度の加入に関すること

⑧　その他研修の実施に関すること

(3)　研修実施計画

研修委員会は、研修の実施に先駆けて、具体的な研修実施計画を策定する。
研修実施計画の内容は、研修実施日程、研修実施場所、研修委託の有無、受講定員、研修講師数、研修教材等設備調達方法、資金運用方法、修得程度審査方法、その他当該喀痰吸引等研修に関し必要な事項等を含むものとする。ただし、業務規程との整合性を図り、その策定単位は、研修実施期間や実施年度、実施場所等を勘案し策定すること。
また、策定した研修実施計画は、当事業所の責任者、管理者及び法人代表の承認を得ることとする。
11　研修実施方法

(1)　筆記試験に関する事務

筆記試験の事務については、研修委員会において策定した「筆記試験事務規程」に基づき、当該筆記試験問題の作成、筆記試験の実施、審査判定等の実施を行う。
(2)　実地研修に関する事務

実地研修の実施においては、次の各号のすべてに該当する場合に、実地研修をすることとする。なお、次の各号すべてに該当し、実地研修を委託等する場合は、別紙「喀痰吸引等研修　実地研修　実施機関承諾書」を受領する。
①　実施研修指導講師である医師及び看護職員との連携及び役割分担による的確な医学管理及び安全管理体制が確保できること。

②　実地研修における書面による医師の指示、実地研修協力者である利用者または利用者本人からの同意を得るのが困難な場合にはその家族等（以下「実地研修協力者」という。）の書面による同意承認（同意を得るのに必要な事項について説明等の適切な手続の確保を含む。）、事故発生時の対応（関係者への報告、実地研修協力者家族への連絡など適切かつ必要な緊急措置、事故状況等について記録及び保存等を含む。）、実地研修協力者の秘密の保持（関係者への周知徹底を含む。）等、実地研修を実施する上で必要となる条件が確保されていること。
③　出席状況等、研修受講者に関する状況を確実に把握し保存できること。

(3) 研修の一部履修免除
    当該喀痰吸引等研修以外の喀痰吸引等に関する研修等の受講履歴その他受講者の有する知識及び経験を勘案した結果、相当の水準に達していると認められる場合には、当該喀痰吸引等研修の一部を履修したものとして取り扱うこととし、以下に定める者の場合には、以下の履修の範囲とすること。
ア　平成22年度に厚生労働省から委託を受けて実施された「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための試行事業（特定の者対象）」の研修修了者

⇒（履修の範囲）基本研修

イ　｢平成23年度介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（特定の者対象）の実施について｣（平成23年11月11日障発1111第2号 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

⇒（履修の範囲）基本研修

ウ　「ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について｣（平成15年7月17日 医政発第0717001号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引の実施者

⇒（履修の範囲）基本研修の「喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者等の障害及び支援に関する講義」及び「緊急時の対応及び危険防止に関する講義」のうちの喀痰吸引に関する部分並びに「喀痰吸引等に関する演習」のうちの通知に基づき実施している行為に関する部分

エ　「在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて」（平成17年3月24日医政発第0324006号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引の実施者

⇒（履修の範囲）基本研修の「喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者等の障害及び支援に関する講義」及び「緊急時の対応及び危険防止に関する講義」のうちの喀痰吸引に関する部分並びに「喀痰吸引等に関する演習」のうちの通知に基づき実施している行為に関する部分

オ　｢盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて｣（平成16年10月20日医政発第1020008号 厚生労働省医政局長通知）に基づくたんの吸引等の実施者

⇒（履修の範囲）基本研修（気管カニューレ内部の喀痰吸引に関する部分を除く。）

カ　第３号研修修了者が新たな特定の者を対象とする場合

⇒（履修の範囲）基本研修

※基本研修を受ける必要はなく、その対象者に対応した実地研修を受講すればよい。

キ　「大阪府重度訪問介護従事者養成研修事業者指定要綱の一部改正について」（平成26年3月31日地福第2343号）に基づく統合研修課程修了の場合

⇒（履修の範囲）基本研修

※基本研修を受ける必要はなく、その対象者に対応した実地研修を受講すればよい。
12　研修の認定方法

 (1)　基本研修（講義及び演習）の段階

別紙「筆記試験事務規程」及び「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第三号研修の修得程度の審査方法について」に基づき、実施した筆記試験により、総正解率が９割以上のものを合格と認定する。

(2)　基本研修（現場演習）の段階

別紙「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第三号研修の修得程度の審査方法について」及び「評価による技能習得の確認方法」に基づき、評価を実施し、「基本研修（演習）評価票」の全ての項目について、演習指導講師の評価結果が「基本研修（演習）評価基準」で示す手順どおりに実施できているとなった場合において、受講者が習得すべき知識及び技能を修得したと判断できれば合格と認定する。

 (3)　実地研修の修了段階

別紙「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第三号研修の修得程度の審査方法について」及び「評価による技能習得の確認方法」に基づき、評価を実施し、「実地研修評価票」の全ての項目について実地研修指導講師の評価結果が、「実地研修評価基準」で示す手順どおりに実施できているとなった場合において、研修修了の是非を判定する。

13　研修講師について
(1)　当事業所における研修講師は以下のとおりとする。
	　　科　　目・内　　　容
	講師名

	重度障がい児（者）等の
地域生活等に関する講義
	〇〇障がい者入所支援施設　施設長　△△氏

××大学講師　△△氏

	・喀痰吸引等を必要とする重度障がい児（者）等の障がい及び支援に関する講義
・緊急時の対応及び危険防止に関する講義
	たんの吸引に
関する内容
	当事業所　看護師　○○、□□

	
	経管栄養に
関する内容
	当事業所　看護師　△△

当事業所　助産師　××

	喀痰吸引等に関する演習
	当事業所　看護師　○○

	実地研修
	当事業所　看護師　○○


 (2)　研修講師の履歴書について

別添の｢喀痰吸引等研修　研修講師履歴書｣のとおりとする。
14　研修に必要な備品及び図書

当事業所において、研修のために備えておくべき備品及び図書等については以下のとおりとする。

 (1)　当事業所が備えておくべき備品等一覧

	品　名
	数　量
	備　考

	吸引装置一式
	適当数
	

	経管栄養用具一式
	適当数
	

	処置台又はワゴン
	適当数
	代替機能を有する床頭台等でも可。

	吸引訓練モデル
	適当数
	

	経管栄養訓練モデル
	適当数
	

	心肺蘇生訓練用器材一式
	適当数
	

	人体解剖模型
	　　１
	全身模型とし分解数は問わない。（第３号研修のみを実施する登録研修機関を除く。）


※　備品等の管理にあたっては、感染症予防等の衛生上の管理に配慮すること。
 (2)　図書その他書類一覧（研修委員会選定図書）

当事業所における研修については、研修委員会で選定した以下の図書等を使用するものとする。

	図書等
	数　量
	備　考

	介護職員等によるたんの吸引等（特定の者対象）の研修テキスト
	２０冊
	平成２３年度｢介護職員等によるたんの吸引等の実施のための指導者養成事業｣において厚生労働省が作成したもの

	｢喀痰吸引等研修　指示書｣
	適当数
	「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」(平成24年3月5日保医発0305第１号厚生労働省保険局医療課長、歯科医療管理官通知)の別添１中、別紙様式３４に定める「介護職員等喀痰吸引等指示書」

	｢喀痰吸引等研修　計画書｣
	適当数
	「喀痰吸引等業務に関する参考様式の送付について」（平成24年3月28日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）の別添様式１『喀痰吸引等業務（特定行為業務）計画書』

	｢喀痰吸引等研修　同意書｣
	適当数
	「喀痰吸引等業務に関する参考様式の送付について」（平成24年3月28日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）の別添様式２『喀痰吸引等業務（特定行為業務）の提供に係る同意書』

	｢喀痰吸引等研修　報告書｣
	適当数
	「喀痰吸引等業務に関する参考様式の送付について」（平成24年3月28日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）の別添様式３『喀痰吸引等業務（特定行為業務）実施状況報告書』

	ヒヤリハット様式
	適当数
	「喀痰吸引等業務に関する参考様式の送付について」（平成24年3月28日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室事務連絡）の別添様式４『喀痰吸引等業務（特定行為業務）ヒヤリハット・アクシデント報告書』


15　安全管理体制に関する事項

実地研修の実施において、ヒヤリ・ハット事例を蓄積し、研修委員会で、安全管理体制について協議する。また、基本研修（講義）時にも事例を紹介し、安全管理について注意を促し、介護職員等による喀痰吸引等の安全管理体制について促進する。

16　損害賠償保険の加入
当事業所は、研修事業の実施に先駆けて、損害賠償保険制度（実地研修を保険対象に含むもの）に加入しておくなど、実地研修の実施における安全確保措置として適切な対応を図る。
17　修了者の管理及び都道府県への報告

(1)　修了者の管理

研修受講者の研修受講進捗状況及び修了者の管理は、｢喀痰吸引等研修　研修修了者管理簿｣により行う。

(2)　都道府県への報告

当事業所は、喀痰吸引等研修について、都道府県に対して、年１回「喀痰吸引等研修　実施結果報告書｣により報告するものとする。

18　業務に関して知り得た秘密の保持に関する事項

(1)　基本的事項
当事業所は、個人情報の保護の重要性を認識し、研修の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行う。
(2)　目的外利用・提供の禁止
当事業所は、都道府県に研修実施状況を報告する場合を除き、研修の実施に際して知り得た個人情報を研修目的以外のために利用し、又は第三者に提供しない。
(3)　複写、複製の禁止
当事業所は、受講生の承諾がある場合を除き、本受講生から研修のために渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製しない。
(4)　秘密の保持

研修にたずさわる者は、研修実施に際して知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない。業務を廃止した後においても、同様とする。
19　業務の実施に係る帳簿及び書類の保存期限

(1)　長期保存書類

喀痰吸引等登録研修機関の登録、更新、変更に係る申請書、届出書及び添付書類並びに修了者管理名簿は、長期保存とする。
(2)　５年保存書類

前号に掲げるほか、業務に係る関係書類は、５年間保存する。

(3)　廃棄等

関係書類の保存は、確実でかつ秘密が漏れることのない方法により行い、廃棄は、焼却その他の復元することができない方法により行う。
(4)　業務の廃止の場合

登録研修機関として廃止する場合は、修了者管理名簿を都道府県に引き継ぐものとする。
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